
 

Ⅴ-１ 脱炭素社会の実現及び気候変動適応の推進 

 

   提出先 経済産業省、国土交通省、環境省 

 

 
【提案項目】 

2050年脱炭素社会の実現に向けた取組の強化及び気候変動適応の推進を図るため、

次の措置を講じること。 

 

１ 改正気候変動適応法への対応 

(1) 熱中症特別警戒情報について、気象庁気象情報伝送処理システムを含め、都

道府県・市町村等の関係機関や住民等に即時に一括して情報伝達できる効率的

な伝達方法を早急に構築するとともに、各地方自治体が対応するためのシステ

ム改修費用等について必要な財政支援を行うこと。 

(2) 指定暑熱避難施設について、市町村による指定を促進するため、事例集だけ

でなく、国としての施設の詳細に関する考え方を整理しマニュアルとして提供

するとともに、施設整備等のための必要な財源措置を講じること。 

 

２ 地域気候変動適応センターへの支援 

地域気候変動適応センターが担う「気候変動影響及び気候変動適応に関する情報

の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う」機能を実効性のあるものと

するため、国において十分な技術支援及び財政支援を行うこと。 

 

３ 脱炭素社会の実現に向けた国民の行動変容につながる取組の強化 

脱炭素社会の実現に向けてデコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る

国民運動）の普及啓発ツールを充実させ、国民の脱炭素型ライフスタイルへの行動

変容につなげるための取組を強化すること。また、地域における住民や企業に対す

る普及啓発活動を推進するため、デコ活ローカル（地域地球温暖化防止活動推進セ

ンター）に対し更なる財政支援を行うこと。 
 

 
【提案理由等】 

１(1) 気候変動適応法第19条に基づいて新設された熱中症特別警戒情報は、国から都道府県へ

通知し、それを受けた都道府県が市町村へ通知し、市町村は住民等へ伝達することが同法

に規定されている。 

この国から都道府県への通知について、事務連絡をメールで通知する方法で行うこと

が国から示されている。それに伴い、都道府県は国からのメールを受信し、市町村へ転

送する作業が必要になるが、この作業はシステムではなく人の手を介して行うことにな

るため、迅速・正確に行われないおそれがある。また、この制度の運用期間である約６

か月間は、休日も含めた毎日、都道府県及び市町村はメールの受信確認をすることが必

要になり、人的コストや事務負担が大きい。 

国において、気象庁気象情報伝送処理システム等を含め、都道府県・市町村等の関係

機関や住民に即時に一括して情報伝達できる方法を早急に採用・構築し、熱中症特別警

戒情報と熱中症警戒情報の伝達方法の一元化を図ることが必要である。あわせて、地方

自治体が対応できるよう、システム改修費用等について必要な財政支援を行うことも求

められる。 



 

 (2) 気候変動適応法第21条では、市町村が指定暑熱避難施設を指定できることとされてお 

り、各市町村に対応が求められている。 

現状、必ず備えるべき最低限の基準は示されているが、法で公表することが義務付け

られている「開放により受け入れることが可能であると見込まれる人数」等、施設の指

定や運営に関する考え方は市町村に大きく委ねられており、市町村では考え方の整理や

関係者との調整が難航している。国は指定暑熱避難施設の運営に関する事例集を示して

いるが、事例のみならず、国としての考え方を整理した上で、市町村が参考とできるマ

ニュアルを提示するべきである。また、必ず備えるべき最低限の基準に、「適当な冷房

設備を有すること」が含まれていることから、必要な施設整備等のための財源確保も必

要である。 

 

２ 気候変動適応法第13条に基づき設置する地域気候変動適応センターは、「気候変動影響及

び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う」機能を

担うが、これらの実行のためには高い専門性を持った人材の確保・育成、ノウハウの蓄積及

び運営体制の整備等が必要であり、同センターの機能を十分に発揮させるためには、国から

の技術支援及び財政支援等が不可欠である。 

 

３ 脱炭素社会の実現に向けては、国民一人一人が、脱炭素を自分事化することが重要である。

国は昨年７月、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」の愛称を「デコ活」

に決定し、脱炭素につながる国民・消費者の行動変容やライフスタイルの転換を促している

が、いまだ脱炭素のために何をしたらよいか分からないなどの国民の声も多い。こうしたこ

とを踏まえ、ＣＯ２排出量を見える化する指標を整えるとともに、ＣＯ２排出量の削減効果が

実感でき、国民が行動変容やライフスタイルを転換するような普及啓発ツールの充実を図る

ことが必要である。また、地域地球温暖化防止活動推進センターがデコ活ローカルとして位

置付けられ、地域脱炭素化を推進していくための重要な役割を担っている中で、同センター

の取組をより実行性の高いものにするためには、更なる財政支援が不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：環境農政局脱炭素戦略本部室） 



Ⅴ-２ 資源循環の推進 

 

       提出先 農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

 

 
【提案項目】 

資源循環の推進を図るため、次の措置を講じること。 

 

１ ３Ｒ対策の充実強化等 

資源の有効利用と廃棄物となった場合の適正処理については、国民、事業者、行政

の連携・協力が必要であるが、対象が多様な商品にわたることから、拡大生産者責任

に鑑み、事業者を中心とした製品、容器等の設計の工夫、回収、循環的な利用等の取

組を進める必要がある。 

また、古紙や金属、廃プラスチックをはじめとする外国政府の輸入禁止措置等の影

響により、我が国の廃棄物処理がひっ迫することのないように、国内での循環資源の

利用拡大と万全な廃棄物処理体制の構築を図る必要がある。 

(1) 製造・流通・排出の各段階における３Ｒ対策の充実強化に向けて、関係業界への

指導を徹底すること。 

(2) ボタン電池及び小型充電式電池等を使用する家電製品は、回収時や処分時の安 

全性の観点から、消費者が電池を含むことに気づかず排出することのないよう、製

品の改良等も含めて、分別しやすい商品づくりを事業者へ指導すること。 

(3) 市町村等の一般廃棄物処理におけるごみ収集袋にバイオプラスチック（バイオマ

スプラスチック、生分解性プラスチック）の導入を推進するため、安定的かつ安価

で供給され、市町村の財政的負担が軽減されるよう措置を講じること。 

 

２ 容器包装リサイクル法等の見直し 

(1) 容器包装廃棄物の処理に関する役割分担は、市町村が分別収集、事業者が再商品

化となっており、それぞれが費用負担しているが、分別収集の費用について、一部

事業者負担とするよう法制度の見直しを行うこと。 

(2) 指定法人に対して、市町村による再商品化手法の選択、再商品化手法ごとの品質

評価基準の制定、市販の収集袋を異物とする取扱いの見直し、再商品化事業者の入

札参加資格に係る地域要件の設定など、引渡しを行う市町村の負担を軽減するため

の措置を講じるよう指導すること。 

(3) 業界に対して、分別しやすい商品づくり、リサイクルの区分が識別しやすいマー

クの表示について、より指導を強化すること。 

(4) 製品プラスチックの再資源化においては、容器包装プラスチックと同様、拡大生

産者責任を導入するなど市町村の負担軽減を図ること。 

 

３ 家電リサイクル法の見直し 

(1) 対象機器の不法投棄防止を図るため、購入時に再商品化料金を支払う方式に改 

めること。 

(2) 不法投棄された対象機器の処理費用を、市町村ではなく、事業者（メーカー）の

負担とする制度を確立すること。 

 

 



４ 建設リサイクルの推進 

建設汚泥は、社会インフラの整備工事に伴い、発生量の増加が見込まれるが、現 

在、その再資源化が義務付けられておらず、最終処分される割合が増大することが 

懸念されるため、建設リサイクル法の特定建設資材廃棄物に追加すること。 

５ 食品廃棄物の発生抑制及びリサイクルの推進 

(1)  食品ロス削減の意識の醸成に向けた国民への普及啓発を積極的に行うこと。 

また、取引慣行の改善等、業界団体に対する指導を徹底すること。 

(2) 食品廃棄物の再生利用を促進するため、排出事業者に対する経済的インセンテ

ィブが働く仕組みの検討や、登録再生利用事業者が再生するたい肥等の需要拡大

に向けたグリーン購入法に基づく特定調達品目の拡充を図るなど、所要の措置を

講じること。 

(3) フードバンク団体への支援拡充のため、農林水産省「食品ロス削減総合対策事

業」等において、活動に必要な人員や資金の確保、寄附食品の物流等の運営全般

を広く支援するための措置を講じること。  

 

６ 紙おむつの資源化に向けた措置 

超高齢社会の到来に伴い、今後更に使用済み紙おむつの排出量が増加することが見

込まれることから、製造業者による資源化しやすい製品づくり及び再生素材の利用先

の確保について関係業界に働きかけるとともに、早期の資源化の仕組みづくりのため

の調査研究を行うなど、有効利用に向けた措置を講じること。 

 

７ 脱炭素社会の実現に向けた取組の推進 

(1) 将来の使用済み太陽光パネルの大量廃棄に備え、再生可能エネルギー発電設備の

廃棄・リサイクルのあり方を検討するに当たっては、地域の実情を踏まえ、実効性

ある仕組みとなるようにすること。 

(2) 循環型社会及び脱炭素社会の実現に向け、廃棄物処理業者等による高効率発電

設備などを備えた、脱炭素型の廃棄物処理施設の導入を支援するための措置を行う

こと。 
 

   
【提案理由等】 

本県では、循環型社会の実現に向けて、市町村と連携して廃棄物の発生抑制、資源化の推進等

に取り組んでいるが、こうした取組を一層推進するためには、法制度の整備や国の支援制度の拡

充等を進めていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：環境農政局資源循環推進課） 



 

Ⅴ-３ 廃棄物の適正処理及び不法投棄の防止対策の推進 

 

      提出先 デジタル庁、経済産業省、環境省 

 

 
【提案項目】 

廃棄物の適正処理及び不法投棄の防止対策の推進を図るため、次の措置を講じること。 

 

１ 適正処理の推進 

(1) カセット式ガスボンベやリチウムイオン電池を内蔵する電子機器、在宅医療廃棄

物、農薬・薬品類等のように、危険性、有害性が高く、市町村での処理が困難な一

般廃棄物については、拡大生産者責任の観点から、自治体の意見も踏まえつつ、業

界による回収の仕組みの構築を促すこと。また、適切な廃棄方法について、国民へ

の周知を徹底すること。 

さらに、近年利用者が増加している電動ベッド等の介護用品やマッサージチェア

等の健康用品についても、業界全体での回収の仕組みの構築を促すこと。 

(2) 本県では、災害廃棄物対策について、神奈川県災害廃棄物処理計画を策定し、市

町村の計画策定支援や、市町村や民間事業者団体と連携した訓練を行うなど、災害

廃棄物に対する対応力向上に取り組んでいるが、県域を越えた広域的な処理につい

て、国が整備したマニュアルを実効性のあるものとするため、訓練や研修などの取

組を行うこと。 

(3) 新型コロナウイルス等の感染症まん延時に発生量が増える感染性廃棄物について、

保管基準の緩和などの措置を検討すること。 

 

２ 市町村等の廃棄物処理施設整備への財政的支援の充実 
(1) 循環型社会形成推進交付金については、市町村等の廃棄物処理施設整備や適正な

ごみ処理に支障が生じないよう、承認された循環型社会形成推進地域計画に基づく

事業実施に合わせ、引き続き必要な予算額を確保すること。 

(2) 循環型社会の推進に資する施設や施設の運転管理に必要な設備など、廃棄物処理

施設と一体不可分である用地や建物の整備についても、全て交付対象とすること。 

(3) 廃止した焼却施設の速やかな解体を促進するため、跡地利用の有無にかかわらず、

一般廃棄物処理施設の解体撤去工事のみを行う場合に対して、別途財政的支援を行

うこと。 

 

３ 不法投棄等の防止対策の推進 

(1) 不法投棄の原状回復に向けた産業廃棄物適正処理推進センター基金を拡充する

こと。 

(2) 産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理基準や保管基準に違反する行為のう

ち、特に悪質な行為に対する直罰規定を設けること。 

また、改善命令に違反した者に対する罰則規定についても、十分な抑止力となる

よう罰則を強化すること。 

(3) 産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理基準や保管基準に、いわゆる「野積み

処分（廃棄物の占有者等の意思によりその場に放置することによる処分）」につい

ての禁止規定を設け、基準違反に係る改善命令を可能とすること。 



 

４ 産業廃棄物処理業の申請・届出手続の電子化 

  法定受託事務である産業廃棄物処理業の許認可に係る申請・届出手続の電子化を推

進するとともに、各地方自治体における電子化に対し、十分な財源措置を講じること。 
 

 
【提案理由等】 

本県では、循環型社会の実現に向けて、市町村と連携して廃棄物の適正処理の推進に取り組ん

でいるが、法制度の整備や国の支援制度の拡充等を進めていく必要がある。 

また、不法投棄を許さない地域づくりに向けて、条例を制定するとともに、不法投棄の未然防

止対策や原状回復に取り組んでいるが、こうした取組を一層推進するためには、産業廃棄物適正

処理推進センター基金の拡充等を図っていく必要がある。 

このほか、本県では法定受託事務として、収集運搬業をはじめ、産業廃棄物処理業の許認可事

務を行っているが、業界団体からデジタル庁が運営する補助金の電子申請システム（Ｊグランツ）

のような仕組みによる申請・届出手続の導入を求められているため、産業廃棄物処理業に係る全

国共通の電子申請システムの構築及び地方自治体によるシステムの導入・運用に係る財政的支援

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （神奈川県担当課：環境農政局資源循環推進課） 



 

Ⅴ-４ 水力エネルギーの利用促進に向けた水力発電施設の運用改善の支援 

 

   提出先 経済産業省、国土交通省、環境省 

 

 

【提案項目】 

発電用ダムをはじめとする水力発電施設におけるＧＸを推進するため、安全管理及

び遠隔監視へのＡＩ活用や放流操作の遠隔化導入などによる運用改善に対して、国に

おいて十分な技術的支援及び財源措置を講じること。 
 

 
【提案理由等】  

我が国は、2030年度における温室効果ガス46％削減（2013年度比）や、2050年カーボンニュー

トラルの実現を目指した取組を加速化しており、その取組の一部として、二酸化炭素排出量の削

減や再生可能エネルギーの拡充を図ることなどを掲げている。こうした取組を通じてグリーン社

会を実現するためには、デジタル化などエネルギー利用の効率化によるＧＸの推進が不可欠であ

る。 

グリーン社会の実現に向けた具体的な取組として、国土交通省では純国産クリーンエネルギー

の創出促進を掲げ、発電設備の新設・増強などによる水力発電量の増加を目指すとしている。 

その一方で、我が国の水力発電施設には、立地条件が厳しい上に発電量が小さく、維持管理や

設備投資など発電事業の継続に係る課題を抱えるものが多くある。例えば、本県が管理する非常

駐の発電用ダムには、山間部にあるダムへの通路の風化が進み崩落しやすいため、職員の安全を

優先することを目的に、出水が予測される場合は好天のうちにゲートを全開にして発電取水を早

期に停止するものがある。このような施設において、安全管理及び遠隔監視へのＡＩ活用や放流

操作の遠隔化導入などによる運用改善がされれば、職員の移動の減少による二酸化炭素排出量の

削減と、発電取水の効率化による再生可能エネルギーの拡充が期待できる。しかし、それら運用

改善のための設備投資の検討に当たっては、本県単独では技術的知見の収集に限界があること及

び設備投資の経済的合理性が課題となっている。 

このように、発電事業の継続に係る課題を抱える水力発電施設が多くある中、国の政策である

純国産クリーンエネルギーの創出促進を実現していくためには、安全管理及び遠隔監視へのＡＩ

活用やダム放流操作の遠隔化導入など、ＧＸの推進に合致する運用改善に対して、十分な技術的

支援及び財源措置が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（神奈川県担当課：企業庁企業局利水電気部利水課） 



 

Ⅴ-５ 揚水式発電所に係る制度の検討 

 

   提出先 経済産業省、環境省 

 

 

【提案項目】 

１ 非化石価値の認定 

純揚水式発電所は、第７次エネルギー基本計画において「再生可能エネルギー等

の電力を蓄電し、需要ピークなどに電力供給できるほか、短い応動時間で周波数変

動を調整できる電源」として重要な役割が期待されており、2050年カーボンニュー

トラルに向けて、より一層の活用が見込まれていることから、環境価値を有する電

源として認定すること。 
 

(1) 脱炭素電源である純揚水式発電所に付加価値創造 

温対法の温室効果ガス排出量や、省エネ法に基づくエネルギー使用状況報告や非

化石エネルギーへの転換達成の計算時において、純揚水式発電所が発電に使用する

エネルギー源は水の位置エネルギーであり、一般水力と同様に発電時には一切CO2

を排出していないことから、非化石証書が付与されている再生可能エネルギーと同

様にCO2排出量係数０で算定できること。 

 具体的な要望箇所（法令） 

ア 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（平

成18年経済産業省・環境省令第３号）第２条第５項第１号の規定に基づき環境

大臣及び経済産業大臣が公表する係数 

イ 温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令（平成18年内閣府・総務

省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産

業省・国土交通省・環境省令第２号）第20条の２第１項の規定に基づき環境大

臣及び経済産業大臣が公表する係数の算出並びに公表 
 

(2) 純揚水式発電所の「非化石証書」付与 

電源構成の脱炭素電源の割合が年々増加している状況であり、再エネ電源の余剰

吸収を行っている現状であることから、純揚水式発電所に非化石価値を付与する検

討を行うこと。 
 

２ 整備費用の支援強化 

揚水式発電所の整備にあたり、支援制度として「長期脱炭素電源オークション」

や「揚水発電所の運用高度化及び導入支援補助金」があるが、これらの制度を拡充

し、設備維持の負担が大きく、大規模な整備が必要な揚水式発電所への支援を強化

すること。 
 

(1) 長期脱炭素電源オークション制度の区分見直し 

現行制度では「揚水式発電所」と「蓄電所」が同じ区分での応札となっているこ

とから、「揚水式発電所」の応札区分を単独とすること。 

(2) 揚水式発電所の運用高度化及び導入支援補助金制度の上限額拡大 

現行制度における、補助金上限額目安は年間２億円程度であるから、上限額を引

き上げること。 



 

【提案理由等】 
１ 非化石価値の認定 

国はエネルギー基本計画において、将来の電源構成目標を示しCO2削減に向け再生可能エネル

ギー、脱炭素電源の導入、加速化を政府主導で実施している。脱炭素電源である原子力は「非

FIT非化石電源（指定なし）」として、再生可能エネルギーとは異なる位置づけで非化石証書を

取得できる制度になっており環境価値が創出されている。 

「揚水式発電所」も、脱炭素電源であり、その電力調整力は再生可能エネルギー導入拡大に

はなくてはならない電源であると位置づけられておきながら、「永続的なエネルギー源」では

ない電力で水をくみ上げ（揚水）て、その位置エネルギーにより発電しているため、高度化法

に基づく制度上、非化石証書の付与が認められておらず、環境価値及び評価は火力発電所など

の化石電源と同じである。 

しかしながら、「揚水式発電所」が発電に使用するエネルギー源は水の位置エネルギーであ

り、一般水力と同様に発電時には一切CO2を排出していないことから、その環境価値（ゼロエミ

ッション価値）を有するものとしてCO2排出ゼロとして取扱いできるようにし、ひいては非化石

証書の付与が可能となるよう制度の見直しを求める。 

 

２ 整備費用の支援強化 

電力の予備力や調整機能を持つ「揚水式発電所」は、維持費用や整備費用の負担が大きい上、

収入が市場動向に左右されるため費用回収の予見性が立てづらいことから、支援制度が導入さ

れている。 

支援制度の一つに長期脱炭素電源オークション制度があり、現行制度では「揚水式発電所」

と「蓄電所」が同じ区分での応札となっているが、揚水式発電所の整備費を蓄電所と比較する

と、揚水式発電所の特殊性から工事費などは高額（約４倍）となり、蓄電所と同じ応札区分で

は募集上限の設定があるオークション方式において揚水式発電所は不利になる。 

また、別の支援制度として、揚水発電所の運用高度化及び導入支援補助金制度があるが、補

助金上限額目安は年間２億円程度であることから、建設から60年が経過した揚水式発電所の設

備を維持・機能強化するには、多額の費用が必要となり活用が困難である。 

将来の脱炭素社会実現に必要な電源である、揚水式発電所の整備を実現するためにも、各制

度の揚水発電所への支援強化を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：企業庁企業局利水電気部発電課） 



 

Ⅴ-６ ＰＣＢ廃棄物の期間内処理の徹底 

 

       提出先 環境省 

 

 
【提案項目】 

ＰＣＢ廃棄物の期間内処理の徹底を図るため、次の措置を講じること。 

 

１ 積極的な広報・啓発 

低濃度ＰＣＢ廃棄物の早期かつ適正な処理の必要性及び支援制度に関して、マス

メディア等を活用した積極的な広報・啓発を継続的に行うこと。 

 

２ ＰＣＢ廃棄物処理基金の運営 

環境再生保全機構のＰＣＢ廃棄物処理基金における運用益の使途については、中

小企業等におけるＰＣＢ廃棄物の適正な処理の助成に活用し、また、執行残につい

ては適正な算出方法によって返金されること。 
 

 
【提案理由等】 

本県では、期間内にＰＣＢ廃棄物処理を確実に行うため、県内事業所への周知、掘り起こし調

査等に取り組んでいるが、こうした取組を一層推進するためには、国の支援制度の拡充等を進め

ていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：環境農政局資源循環推進課） 



 

Ⅴ-７ 大気環境保全対策の推進 

 

   提出先 環境省 

 

 
【提案項目】 

大気環境について、国民の安全安心を確保するため、次の措置を講じること。 

 

１ 光化学オキシダントに係る効果的な対策の実施 

国において、早急に光化学オキシダントの生成メカニズムを解明するとともに、

効果的な対策を具体化し、実行すること。 

 

２ ＰＭ２．５の注意喚起に係る予測精度の向上 

ＰＭ２．５質量自動測定機の１時間値について、メーカーへの技術支援などを通

じて、精度向上を促進すること。 

 

３ 石綿の飛散防止対策の推進 

本県では、大規模災害時の石綿飛散防止対策として、平時から建築物等の所有者

等に石綿含有建材の使用の有無を調査する努力義務を条例で規定しており、国にお

いても、同様の規定を大気汚染防止法に定めるとともに、その調査が促進されるよ

う、補助制度を創設すること。 
 

 
【提案理由等】 

１ 本県では、光化学オキシダントの原因物質である窒素酸化物（ＮＯｘ）や揮発性有機化合

物（ＶＯＣ）の排出抑制などを進めてきたが、光化学オキシダント濃度及び注意報の発令回

数は横ばいで推移し、依然として改善されていない。全国的にも光化学オキシダント濃度及

び注意報の発令日数は近年横ばいの傾向にあり、早急に光化学オキシダント濃度の低減につ

ながる効果的な対策を具体化し、実行する必要がある。 

光化学オキシダント（Ｏｘ）濃度と注意報発令日数の推移 



 

２ ＰＭ２．５について、国では「注意喚起のための暫定的な指針」等に基づき、地方自治体      

においてＰＭ２．５の濃度が高くなる場合に備えた注意喚起など的確な情報発信を行うこと

を求めている。 

しかし、国によるＰＭ２．５質量自動測定値の１時間値の測定精度の検証結果によると、

１時間値のばらつきの大きさは機種により異なっており、測定機器の精度向上を促進させる

必要がある。 

 

３ 災害時における石綿飛散防止対策を推進するため、平時から建築物等への石綿の使用の有

無の把握が進むよう、令和２年６月の大気汚染防止法の改正により、国及び地方自治体に対

する責務が規定された。 

災害時における石綿飛散防止対策を着実に進めるためには、建築物の所有者等による石綿

の使用の有無の調査を大気汚染防止法に規定するとともに、その調査が促進されるための具

体的な誘導策として、環境省は、他省庁の制度との整合を図りつつ、環境汚染を防止する観

点から、補助制度を創設する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：環境農政局環境課） 



 

Ⅴ-８ 水環境保全対策の推進 

 

   提出先 内閣府、環境省 

 

 
【提案項目】 

有機フッ素化合物の一種であるＰＦＡＳについて、国民の安全安心を確保するため、

次の措置を講じること。 

 

１ ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡに係る科学的知見のさらなる収集及びそれに基づく対応等 

 ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡについて、海外では水道水の水質基準値として我が国の水道

水質の暫定目標値より厳しい値を設定した事例があることを踏まえ、最新の科学的知

見のさらなる収集及び整理を速やかに行うこと。また、その結果を踏まえて、必要に

応じて水道水、公共用水域及び地下水の水質評価指標の設定や見直しを行うととも

に、リスクコミュニケーションの充実などの対応をより一層推進すること。 

 

２ 環境基準等の速やかな設定 

水道水質基準の設定後、公共用水域及び地下水の環境基準を速やかに設定する  

こと。 

また、土壌汚染に係る評価指標の検討も進めること。 
 

 
【提案理由等】 

１ 米国では、令和６年４月に新しい第一種飲料水規則における基準値（ＰＦＯＳ：４ng/L、Ｐ

ＦＯＡ：４ng/L）が示された。一方で、現在の我が国の水道水質の暫定目標値並びに公共用水

域及び地下水の水質指針値はＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの合計で50ng/Lであること等が、飲料水の

安全安心に対する懸念材料となっている。 

  現在の我が国の水質評価指標（50ng/L）は、令和２年当時における科学的知見に基づき設定

されたものであり、令和６年の内閣府食品安全委員会の評価書の中では「評価に使用できる情

報が現時点では不十分であり、今後の知見の集積により、新たに検討が必要となる可能性はあ

り得る。」としていることから、最新の科学的知見の収集及び整理を速やかに行い、その結果

を踏まえて、水質評価指標の設定や見直しの必要性を検討する必要がある。 

  また、それと並行して、諸外国の水質評価指標との違いや最新の科学的知見の収集状況につ

いて国民により分かり易く説明する等、国民の安全安心確保のための対応をより一層推進して

いく必要がある。 

 

２ 公共用水域及び地下水の環境基準が設定されることにより、それに基づき関係法令の改正が

行われ、法的根拠をもって汚染源対策等が講じられることが期待される。 

  国は令和７年６月30日にＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの水道水質基準を令和８年４月に設定するこ

ととしたが、これまで、水道水質基準の設定から環境基準が設定されるまでには２年以上の期

間を要する傾向が見られることから、ＰＦＡＳによる水質汚染への社会的関心が高まっている

現状を踏まえると、環境基準のより速やかな設定が必要である。 

  また、土壌汚染により公共用水域又は地下水の水質汚濁が生じていると推定されるケースが

あることから、土壌汚染に係る評価指標の検討も必要である。 

 

 （神奈川県担当課：環境農政局環境課） 



 

Ⅴ-９ 花粉発生源対策の推進 

 

   提出先 農林水産省 

 

 
【提案項目】 

森林環境保全整備事業のうち、特定機能回復事業のメニューである林相転換特別対

策（特定スギ人工林）の一貫作業における植栽本数の要件について緩和すること。 
 

 
【提案理由等】 

令和５年度の林野関係補正予算において、森林環境保全整備事業実施要領が一部改正され、花

粉症解決に向けた緊急総合対策が盛り込まれたが、そのうち、林相転換特別対策（特定スギ人工

林）では、花粉発生源であるスギを伐採し、花粉症対策苗木への植替えを行う一貫作業の実施要

件が、植栽本数2,000本/ha以下とされた。 

この要件は、保安林の指定施業要件について考慮されておらず、保安林率が約55％と全国平均

約49％よりも高く、植栽本数に係る指定施業要件の大半を2,400本/ha～3,000本/haとしている本

県では、林相転換特別対策（特定スギ人工林）を進める上での障害となっている。 

人口の多い都市部を抱える本県において、花粉発生源対策をより推進するために、保安林にお

いては植栽本数の要件を適用除外にするなど、要件の緩和が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：環境農政局森林再生課） 



 

Ⅴ-10 自然公園におけるトイレなど自然公園施設の改修等に係る財政支援の充実 

 

   提出先 環境省 

 

 
【提案項目】 

自然公園（国立公園、国定公園）のトイレを始めとした自然公園施設の老朽化に伴う

改修等への財政支援の充実。 
 

 
【提案理由等】 

本県では、約３万ha近い丹沢大山国定公園を始めとして、富士箱根伊豆国立公園（箱根地域）

を含めると11か所の園地や集団施設地区、28か所のトイレ、自然公園歩道等を管理している。ま

た、これら以外にも、200km近い長距離自然歩道（東海自然歩道や首都圏自然歩道）の管理も行っ

ており、これらを合わせると、県全体で700km近い登山道を管理しており、都心に近いこともあり、

多くの登山者やハイカー、観光客等が１年を通して訪れている。 

  これら自然公園施設の多くで老朽化が急速に進んでおり、例えばトイレについては、その６割

が30年以上経過し、設置から60年以上経過するものもあるが、予算が確保できないため更新が進

まず、施設改善が進まないまま維持管理費が増大する状況が続いている。 

一方で、富士箱根伊豆国立公園にはインバウンドの回復により、海外から非常に多くの観光客

が訪れるようになっており、丹沢大山国定公園では、令和４年４月に新東名高速道路の秦野丹沢

スマートインターチェンジが供用開始され、秦野市の表丹沢魅力づくり構想に基づいたさまざま

な取組が始められるなど、今後、自然公園利用者はますます増加すると考えられる。 

こうした状況も踏まえ、本県では令和５年度から３年間、県が管理するトイレを集中的に整備

するトイレプロジェクトに取り組んできたが、引き続き、トイレを始めとした自然公園施設を適

切に管理し、安全で快適な利用に供する必要があり、自然環境整備交付金の交付率上限に近い交

付額の確保を要望する。 

 

 
      ＜県内の自然公園＞             ＜首都圏自然歩道＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（50年以上経過したトイレ）       （使用禁止の休憩施設） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （神奈川県担当課：環境農政局自然環境保全課） 


